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技能検定委員会開催

平成３１年２月１日(金)に、技能検定委員会が開催されました。この委員会では、昨年１２月に実施された平成３０年度後期技能検定「光学機器組立て作業実技試験」の反省を行い、来年度の実施に向けての準備を行いました。各社から推薦され実技試験に携わった東京都技能検定委員４名、事務局１名の計５名が出席しました。
また、平成３１年３月１日（金）は、平成３１年度後期技能検定の試験に向けて、試験用器材の点検を東京都技能検定委員にて行う予定です。
平成３１年度前期

光学機器製造（光学ガラス研磨作業）

第二回中央技能検定委員会開催
平成３０年１月２４日（木）に新宿区西新宿の中央職業能力開発協会にて、第二回中央技能検定委員会が開催されました。学科試験問題、実技試験問題等の審議が行われました。最終確認が平成３０年２月２１日（木）に予定されていましたが、順調に審議がすすんだため、第二回の委員会にて、最終確認が終了しました。当協会推薦の光学各社の中央技能検定委員とともに、当協会からも、事務局長が中央技能検定委員として参加しました。

平成３１年度前期

特級　光学機器製造

第一回中央技能検定委員会開催
平成３１年２月２２日（金）に新宿区西新宿の中央職業能力開発協会にて、第一回中央技能検定委員会が開催されました。学科試験問題、実技試験問題等の審議が行われました。当協会推薦の光学各社の中央技能検定委員とともに、当協会からも、事務局長が中央技能検定委員として参加しました。

労働者死傷病報告の様式改正について
（基発　０１０８　第5号）
平成３１年１月８日付で、厚生労働省労働基準局長より当協会会長宛に通知を受領しました。以下はその抜粋。
労働基準行政の推進につきましては、日頃から格別の御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、労働安全衛生規則の一部を改正する省令（平成３１年厚生労働省令第２号）が本日公布され、施行されたところです。

ついては、本改正の趣旨及び内容は下記の通りですので、貴団体におかれても、この趣旨を御理解いただくとともに傘下会員事業場等に対する本改正内容の周知等について、御協力いただきますようお願い申し上げます。

第１　改正の趣旨

　　　今般の改正は、外国人労働者に係る労働災害防止対策の推進に資するため、外国人労働者を雇用する事業者からの提出のあった労働者死傷病報告により、外国人労働者に係る労働災害の発生状況を確認できるようにするため、労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第32号）第９７条の規定に基づく様式第２３号（休業４日以上の労働者に係る労働災害等に係る労働者死傷病報告）について所要の改正を行ったものである。

第２　改正の要点

　　１　報告項目の追加
　　　　　外国人労働者を雇用する事業者から提出のあった労働者死傷病報告により、外国人労働者に係る労働災害の発生状況を確認できるようにするため、被災労働者が外国人（「外交」又は「公用」の在留資格の者及び特別永住者を除く。以下同じ。）である場合に、「国籍・地域」（国籍の属する国又は出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号。以下「入管法」という。）第２条第５号ロに規定する地域）及び「在留資格」入管法第2条の２第１項に規定する在留資格）を記入する欄を新たに設けたこと。
　　２　その他

　　　　　１の改正に伴い、備考等について所要の改正をおこなうものとしたこと。

なお、改正後の労働者死傷病報告の様式は別添を参照すること。
第３　細部事項

　　　事業者は、「国政・地域」及び在留資格の欄は、被災労働者が外国人である場合に、旅券、在留カード又は在留資格証明書により確認し、記入する事。

　　　なお、事業者は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業安定の充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３２号）第２８条及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律施行規則（昭和４１年労働省令第２３号）第１０条に基づき公共職業安定所長あて提出している外国人雇用状況届出書に記入している国籍・地域及び在留資格を記入すればたりること。
労働契約法の無期転換ルールの円滑な運用について
平成３１年２月２２日付で、厚生労働省労働基準局長より当協会に通知を受領しました。以下はその抜粋。
労働基準行政の推進につきましては、日頃よりご尽力を賜り感謝申し上げます。
さて、平成２５年４月に施行された改正労働契約法第１８条に基づく「同一の使用者との間で有期労働契約が更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期限の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換できる仕組み（以下「無期転換ルール」という。）は、雇止めの不安などを解消し、安心して働き続けることができる社会を実現することで、労働者が長期的なキャリア形成を図ることを可能とするとともに、企業にとっても優秀な人材の確保を可能とするものです。

これまで、厚生労働省においては、「無期転換ルール取組促進キャンペーン」の実施や「無期転換ルール緊急相談ダイヤル」の設置など、平成３０年４月以降の無期転換ルールの本格的な適用を踏まえた取組を行ったところであり、貴会におかれましても、会員企業・団体等に対する周知・啓発にご協力いただいたところです。

平成３０年４月以降、多くの有期契約労働者に無期転換申込権が発生しており、有期契約労働者を多く雇用する業界における無期転換ルールへの対応が注目を集めるなど、無期転換ルールの円滑な導入・運用に向けた社会的関心がたかまりつつある状況にあります。
これから年度末にかけて、契約更新の時期を迎える有期契約労働者が多くなりますが、契約期間が３月末までである有期契約労働者が無期転換申込権を行使した場合、本年４月１日に無期労働契約に転換することとなりますので、人事制度の検討や就業規則などの関係諸規定の整備が未了の企業は、早急な対応が必要となります
会員短信
（カメラ映像機器工業会、日本写真映像用品工業会、日本望遠鏡工業会）
カメラ映像機器工業会が主催し、日本写真映像用品工業会が協賛、日本望遠鏡工業会が協力したカメラと写真映像の情報発信イベント「ＣＰ＋2019」が、２月２８日(木)～３月３日(日)にかけて「カメラと写真映像のワールドプレミアショー」をテーマにパシフィコ横浜で開催予定です
（写真は、ＣＰ＋2018）
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平成３０年１月～１２月生産・出荷累計統計
（これは、平成３０年１月から１２月までの1年間の生産・出荷累計統計です。
速報値での累計なので今後修正が入る可能性があります。）
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	3,291,209
(0.84)
	158,247
(0.93)
	5,076,342
(0.80)
	3,606,650
(0.83)
	168,069
(0.91)
	4,656,003
(0.80)
	273,232
(1.62)

	フィルム

カメラ
	96,859
(1.17)
	97,853
(1.12)
	76,072
(1.14)
	90,769
(1.07)
	93,109
(1.04)
	80,882
(1.19)
	9,953
(1.15)

	交換レンズ


	2,842,503
(1.03)
	164,462
(1.07)
	1,981,987
(0.98)
	4,267,853
(0.96)
	194,016
(1.03)
	463,799
(1.13)
	562,384
(1.20)

	光学・精密

測定機
	349,908
(1.18)
	80,576
 (1.17)
	-
	344,388
(1.15)
	80,956
(1.11)
	-
	31,989
(1.19)

	光分析機器


	172,341
(0.84)
	238,876
(1.04)
	-
	177,524
(0.84)
	243,991
(1.03)
	-
	7,582
(1.07)

	測量機


	68,975
(1.26)
	11,205
(1.08)
	-
	137,243
(1.17)
	20,143
(1.05)
	-
	12,525
(2.60)

	合　計


	  -    


	751,219
(1.04)
	-
	-

	800,284
(1.01)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比
平成３０年１２月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル
カメラ
	244,926
(0.85)
	13,221
(1.02)
	338,413
(0.76)
	269,381
(0.92)
	13,880
(1.06)
	285,948
(0.70)
	273,232
(1.62)

	フィルム

カメラ
	7,463
(0.90)
	7,624
(0.91)
	5,744
(0.92)
	6,951
(0.85)
	7,233
(0.88)
	6,132
(0.91)
	9,953
(1.15)

	交換レンズ


	219,610
(0.93)
	14,480
(1.07)
	162,477
(1.02)
	292,131
(0.81)
	13,651
(0.88)
	40,140
(1.32)
	562,384
(1.20)

	光学・精密
測定機
	26,724
(1.06)
	6,824
 (1.17)
	-
	27,845
(1.02)
	7,693
(1.19)
	-
	31,989
(1.19)

	光分析機器

	13,850
(0.81)
	20,997
(1.06)
	-
	14,674
(0.82)
	22,305
(1.09)
	-
	7,582
(1.07)

	測量機


	5,164
(0.96)
	890
(0.93)
	-
	9.815
(0.98)
	1,575
(0.91)
	-
	12,525
(2.60)

	合　計


	  -    

	64,054
(1.04)
	-
	-

	66,337
(1.01)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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